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 放送法（昭和25年法律第132号）第72条第２項の規定に基づき、日本放送協会

令和２年度業務報告書に付する意見は次のとおりである。 

総 務 大 臣 

- 165 -



1 

 

日本放送協会令和２年度業務報告書に付する総務大臣の意見 

 
 
 

日本放送協会（以下「協会」という。）は、公共の福祉のため、あまねく日本全国において受

信できるように豊かで、かつ、良い放送番組を放送する等、放送法で定められている業務を着実

に遂行することを通じて、公共放送の担い手としての社会的使命を果たしていくことが求めら

れている。 

令和２年度は、受信料の減収等により、事業収入は予算に対して８２億円の減少となった。一

方、事業支出についても、国内放送費の減等により４８４億円の減少となり、結果として、事業

収支差金は、１４９億円赤字の予算に対して、２５１億円となっている。 

繰越金の現状や、事業収支差金が年度当初の計画を大幅に上回る状況が続いていることを踏

まえると、より精緻な収支予算の編成に努めることが必要であり、また、特に負担感のある「衛

星付加受信料」をはじめとする受信料の在り方について、家計の負担軽減の観点からも、国民・

視聴者の期待に応えられるよう早急に見直しを行うことが強く求められる。 

現在、放送を巡る社会環境は大きく変化しており、単に従来の延長線上の取組だけでは、中期

的には、協会が公共放送の担い手としての役割を十分に果たすことができないと考える。とりわ

け、インターネットを通じたコンテンツ視聴の拡大など、国民利用者の視聴スタイルが急速に変

化しており、公共放送番組のインターネット配信の意義やサービスニーズについて議論を深め

ていく必要がある。 

こうした環境変化の中にあって、協会の在り方については、国民各層や関係者の意見も幅広く

聞きながら、既存業務の見直しに聖域なく徹底的に取り組む等、「業務」・「受信料」・「ガバナン

ス」の三位一体で改革を進めることが求められる。改革の一端は「ＮＨＫ経営計画（２０２１－

２０２３年度）」（以下「中期経営計画」という。）に反映されていると承知しており、まずは、

同計画に沿って、スリムで強靱な体制を構築することを期待する。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大への対応として、国民・視聴者への正確かつ迅速な情報

の提供等に努めるとともに、公共放送としての社会的使命を十全に果たしていくため徹底した

対策を講じることが望まれる。 

こうした認識の下、令和２年度に協会が実施した業務について、協会の令和２年度収支予算等

に付した総務大臣の意見の主な項目に照らして特記すべき事項は以下のとおりである。 

 

記 

 

１ 国内放送番組の充実 

（１）放送番組 

放送番組の編集に当たっては、公共放送の担い手としての社会的使命を認識し、国民の生

命と財産を守る正確で迅速な報道の確保や国民・視聴者の信頼に応える質の高い番組の提

供等を行うとともに、放送法を十分に踏まえ、正確かつ公正な報道を行うことにより、国民・

視聴者の負託に的確に応えることが期待される。さらに、大規模自然災害発生時、総合テレ

ビジョンの放送において、英語表記やＱＲコードにより、ＮＨＫ国際放送「ＮＨＫワールド 

ＪＡＰＡＮ」の英語ウェブサイトへの案内を実施する等、外国人に向けた情報提供にも取り

組んでいる。引き続き、テレビ、ラジオ及びこれを補完するインターネットを適切に使用し

てきめ細やかな情報提供を行うことが期待される。 

（２）地域放送 

少子高齢化や過疎化の進行等様々な課題に直面する地域社会への貢献や地方創生の観点

から、地域の関係者と連携することにより、多様な自然・歴史・文化・人々の暮らし等それ

ぞれの地域ならではの魅力の紹介及び地域経済の活性化に寄与するコンテンツの充実並び

に国内外に向けた積極的発信に一層努めることが期待される。 
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（３）視聴覚障害者等に向けた放送の充実 

引き続き、総務省が平成３０年２月に策定した普及目標を踏まえ、字幕放送、解説放送、

手話放送の拡充に努めることが求められる。特に、災害報道、国会中継及び地域放送におけ

る字幕放送や手話放送などの一層の充実に取り組むことが求められる。また、音声認識技術

による自動字幕制作システム、生放送番組にも対応可能な新たな解説放送サービス、ＣＧを

用いた手話アニメーションの自動生成技術等、視聴覚障害者向け放送サービスの普及に関

する研究の一層の推進並びに早期の実用化が期待される。 

（４）４Ｋ・８Ｋ放送の推進 

平成３０年１２月に開始された新４Ｋ８Ｋ衛星放送については、同放送の普及に向けて、

引き続き、４Ｋ・８Ｋならではのコンテンツの制作や受信環境整備に資する取組を積極的

に行うとともに、他の放送事業者、受信機メーカー等の関連団体・事業者と連携しながら、

公共放送の担い手としての先導的役割を果たすことが期待される。 

 

２ 国際放送の充実等による総合的な海外情報発信の強化 

我が国の重要な政策及び国際問題に対する公的見解並びに我が国の経済・社会・地域及び文

化の動向や実情を正しく伝えることがこれまで以上に重要になってくることを踏まえ、我が

国に対する正しい認識・理解・関心を培い、普及させるとともに、国際交流・親善の増進、経

済交流の発展、地方創生の推進等に資するよう国際放送のより一層の充実・強化を図ることが

必要である。特に、「ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ」については、積極的に国内外の視聴拡大を

図ることが重要であり、外国で視聴されるための視点や技能を備えた優れた人材の育成・確保

等を通じた効果的な実施体制の確立、多言語化も含めたニュース番組の充実、訪日外国人向け

の日本語教育番組や我が国及び地域の実情・魅力を伝える番組の充実、世界各地のニーズや視

聴実態を踏まえた、海外事業者との連携やインターネット配信の活用等に取り組むことが求

められる。 

その上で、これまでの協会の取組の成果について、世界の国際放送の中で協会の占める位置

が分かるような具体的指標等を用いて分析し、我が国に対する理解の増進等に向けた方針を

早急に取りまとめることが求められる。 

さらに、地方創生、経済成長及び国際社会における我が国のプレゼンス向上に資するため、

放送コンテンツの戦略的かつ積極的な海外展開等を通じ、総合的な海外情報発信の強化に努

めること等が期待される。 

 

３ インターネット活用業務の適切な実施 

令和２年４月に開始された「ＮＨＫプラス」を含むインターネット活用業務については、引

き続き、協会の目的や受信料制度の趣旨に沿って適切に実施されるよう、会計上の透明性を確

保しつつ、適正な規模の下、節度をもって事業を運営するとともに、民間放送事業者との連携・

協力については、民間放送事業者の求めに応じ、その具体化を図ることが求められる。特に、

インターネット活用業務実施基準の変更に当たっては、放送法及び「日本放送協会のインター

ネット活用業務の実施基準の認可に関するガイドライン」（令和元年９月６日）に基づき、当

該業務の実施に要する費用の上限を明確に定めることとされていること等を適切に踏まえる

ことが強く求められる。さらに、災害情報の多元的な伝達手段確保の観点から、災害報道のイ

ンターネット同時配信の充実に引き続き努めることが求められる。また、「ＮＨＫオンデマン

ド」を含む有料インターネット活用業務勘定の繰越欠損金が令和２年度末で約５０億円とな

っていることから、引き続き収支の改善に努めることが求められる。 

このほか、インターネットを通じたコンテンツ視聴の拡大など、国民利用者の視聴スタイル

が急速に変化する中、公共放送番組のインターネット配信の意義やサービスニーズについて

議論を深めていくことが必要である。 
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４ 経営改革の推進 

（１）ガバナンスの強化・コンプライアンスの徹底等 

令和２年度には、職員による取材情報の私的利用、不正経理による着服等の不祥事が明ら

かになった。これらの不祥事は、受信料収入によって成り立つ協会に対する国民・視聴者の

信頼を著しく損なうものである。 

引き続き、再発防止に向け、ガバナンスの強化とコンプライアンスの徹底に組織を挙げて

全力で取り組むとともに、放送法に基づきＮＨＫグループの業務の適正を確保するための

体制整備を適切に図ること等によりＮＨＫグループ全体でのコンプライアンスを確保・徹

底することが強く求められる。また、受信料に係る契約・収納等業務全般や受信契約者等の

個人情報の取扱いに関しては、寄せられる苦情や意見も踏まえ、不祥事や個人情報の漏えい

事案の根絶に向け、引き続き対策を講じることが求められる。 

子会社の業務範囲の適正化等、子会社の在り方をゼロベースで見直す抜本的な改革につ

いては、中期経営計画で示された「子会社をはじめとした全体の規模を縮小するとともに団

体の数を削減」するという点に関し、その具体的な内容を早期に明らかにするとともに、Ｎ

ＨＫグループ全体の役割分担の明確化、高止まりしている「随意契約比率」の引き下げ、透

明性向上に資する情報公開等も含め、子会社・関連会社を含む「グループ経営」の在り方に

ついてより具体化し、その取組を着実かつ徹底的に進めることが強く求められる。また、子

会社の利益剰余金の協会への適正な還元及び子会社等の事業活動の適正性確保については、

「日本放送協会の子会社等の事業運営の在り方に関するガイドライン」（令和元年９月６日）

等に基づき、引き続き適切に対応することが求められる。 

（２）女性の活躍 

令和２年度時点の女性職員比率は１９．９％、女性管理職（関連団体等への出向者を含む。）

比率は１０．６％、女性役員（経営委員、会長、副会長及び理事）比率は２５％であった。

女性職員の採用及び役員（経営委員を除く。以下同じ。）・管理職への登用を一層積極的に拡

大するとともに、特に役員・管理職への登用拡大については、自らが定めた「行動計画」（令

和３年３月９日）に記載している「２０３０年度の女性管理職割合２５％達成を目標とし、

２０２５年度の割合を１５％以上とする」という目標達成に向けた取組を着実に実施して

いくことに加え、ワークライフバランスに関する取組の一層の充実、女性の活躍に関する情

報の積極的な公表等、女性の活躍に向けた取組を更に加速させることが求められる。 

（３）働き方改革 

平成２５年７月に首都圏放送センターの記者が長時間労働による過労で亡くなられたこ

とを重く受け止め、引き続き、適正な労務管理や不断の「働き方改革」に徹底して取り組む

ことが求められる。とりわけ、平成２９年１２月に協会が自ら定めた「ＮＨＫグループ働き

方改革宣言」について、経営委員会、監査委員会、執行部がそれぞれの役割を適切に果たし

ながら推進できるよう、ガバナンスの点検・強化に真摯に取り組むことが求められる。 

（４）業務の合理化・効率化等 

協会の経営は国民・視聴者の受信料によって支えられていることから、コスト意識を持ち、

業務の合理化・効率化、適正な給与水準・人員配置の確保、調達に係る取引の透明化・経費

削減、関連団体への業務委託についての透明性・適正性の向上、外部制作事業者の活用等、

従来指摘してきた事項について、取組を着実かつ徹底的に進めることが強く求められる。 

既存の業務全体の見直しについて、公共放送の担い手として真に適当なものであるか、国

民各層や関係事業者の意見も幅広く聞きながら早急に検討を進め、特に、衛星及びラジオの

放送波の削減については、中期経営計画においてその削減時期・方法について示されている

ところ、早急に効率的なグループ経営を実現すべく、着実に実施することが強く求められる。 

また、放送法に基づき、中期経営計画、経営委員会及び理事会の議事録を含む協会の組織、

業務及び財務に関する基礎的な情報等の情報公開を一層推進することにより、運営の透明

性の向上を図り、自ら説明責任を果たしていくことが求められる。 

さらに、協会と民間放送の二元体制の下で、地域においても、多様な放送番組を視聴でき
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る環境を維持するため、放送ネットワークの維持・管理に関する民間放送事業者との連携・

協力について一層積極的に実施していくことが望まれる。 

 

５ 受信料の公平負担の徹底に向けた取組等 

令和２年度末の受信料支払率は新型コロナウイルスの感染拡大の影響もあり昨年度から低

下し８１．０％となり、受信料収入も年度当初の計画を下回った。受信料の公平負担の徹底に

向けて、引き続き、未契約者及び未払者対策について、現状分析と課題の整理を十分に行った

上で着実に実施することが求められる。また、受信料収入の１割を超える高水準で推移してい

る営業経費については、「訪問によらない営業」への転換による効果の検証を着実に実施する

とともに、検証結果を踏まえた営業活動の一層の合理化・効率化に向けて不断の見直しを行い、

削減を図っていくことが強く求められる。 

受信契約の勧奨等に際しては、平成２９年１２月の最高裁判所の判決も踏まえ、公共放送の

役割や受信料制度の意義も含めてこれまで以上に丁寧な説明を行い、受信契約の締結や受信

料の支払いに国民・視聴者の理解が得られるよう努めることが求められる。 

ＮＨＫふれあいセンターに寄せられた訪問員の応対・説明に対する苦情等は、新型コロナウ

イルスの感染拡大の影響による訪問活動の停止等もあり、令和２年度では約６千件となった

が、受信契約の勧奨等の業務の適正を確保するための体制について、引き続き見直しを行うこ

とが強く求められる。 

受信料については、国民・視聴者の期待に応えられるようなものとしていく必要があり、受

信料の公平負担を徹底するほか、業務の合理化・効率化を進め、その利益を国民・視聴者に適

切に還元していくため、中期経営計画で示された「事業規模の一割にあたる７００億円程度」

を還元の原資として、「衛星波の削減を行う２０２３年度に受信料の値下げを行う方針」につ

いては、衛星付加受信料の扱いを含め、受信料引下げの内容を早期に具体化することが求めら

れる。 

 

６ 大規模災害からの復旧・復興への貢献と公共放送の機能の強靱化等 

令和２年７月豪雨等の大規模災害時において、迅速かつ正確な報道に努め、特設ニュースを

編成するなど、公共放送としての役割を一定程度果たしたことを評価する。災害時の放送に際

しては、引き続き、放送が途絶することがないよう取り組み、迅速かつ正確な報道に努めると

ともに、国内放送のみならず、国際放送によるニュースや番組の充実等を通じて、大規模災害

の被災地の復旧・復興への取組を支援することが期待される。 

また、緊急報道対応設備の整備等を通じて、引き続き、首都直下地震や南海トラフ地震等の

大規模災害に備えた公共放送の機能の強靱化を図ることが期待される。 

さらに、サイバーセキュリティ基本法に定める重要社会基盤事業者として、引き続き、サイ

バーセキュリティの確保に万全を期すことが求められる。 

 

７ 放送センター建替 

放送センターの建替については、引き続き、建替の経費が受信料により賄われることを十分

認識し、「基本計画」の合理性・妥当性等、国民・視聴者の理解が得られるよう、説明を尽く

すとともに、既存業務の見直し等を踏まえつつ、事業規模について不断に精査することが求め

られる。 

また、新放送センター及び各地の地域放送会館その他全般にわたり、中期経営計画で示され

た「設備のシンプル化・集約化・クラウド化」をサイバーセキュリティを確保して進め、これ

による「保有設備の削減」を着実に実施するとともに、建設費の圧縮に徹底的に取り組み、そ

の成果を受信料引下げの原資に充てることが求められる。 

さらに、地方からの情報発信、地方創生への貢献の観点から、あるいは、災害時のバックア

ップ機能の充実の観点から、引き続き、機能の地方分散に取り組むことが求められる。 
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８ 新型コロナウイルスの感染拡大への対応 

協会が自ら令和２年３月２４日に公表した行動指針等に基づき、引き続き、国民・視聴者へ

の正確かつ迅速な情報の提供や国内の正しい情報を世界へ発信すること等に努めるとともに、

協会自身が公共放送としての社会的使命を十全に果たしていくため徹底した対策を講じるこ

とが望まれる。 

新型コロナウイルスの感染拡大の影響を見極め、受信料の引下げを実現することにより、家

計の負担軽減に資するように努めるとともに、受信料の支払いが困難になった者の負担軽減

のため、引き続き、適切に対応することが望まれる。 
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 放送法第７２条第１項に基づき、日本放送協会令和２年度業務報告書

に添える当監査委員会の意見は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年６月２１日 

 

           日本放送協会監査委員会 

監査委員（常勤）  高 橋 正 美 

監査委員      水 尾 衣 里 

監査委員       渡 邊 博 美 
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日本放送協会（以下「協会」という）監査委員会は、放送法第４２条

で、監査委員３人以上をもって組織され、経営委員会委員の中から経営

委員会が任命し、うち１人以上は常勤とすること、また放送法第４３条

で、役員の職務の執行を監査することと定められている。 

監査委員会は、現在、常勤１人と非常勤２人の監査委員で構成されて

おり、放送法、協会の定款、監査委員会規程および監査委員会監査実施

要領にのっとって監査を実施した。 

本 意 見 書 は 、 協 会 の 令 和 ２ 年 度 （ 令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 ～ 令 和 ３ 年 ３ 月 

３１日）業務に関する監査について記したものである。本意見書では、

まず監査意見を示し、次に監査方法、続いて会長、副会長、理事の職務

執 行 、 経 営 委 員 会 委 員 の 職 務 執 行 の そ れ ぞ れ に つ い て 監 査 内 容 を 記 し

た。会長、副会長、理事の職務執行については、監査実施計画に基づき

重点監査項目およびその他の監査項目などに関して記載した。監査内容

は、協会の健全な事業運営の徹底のために、監査委員会の認識や見解を

中心に記載した。 
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後 述 の 「 Ⅱ  監 査 方 法 」、「 Ⅲ  会 長 、 副 会 長 、 理 事 の 職 務 執 行 の 監

査」および「Ⅳ 経営委員会委員の職務執行の監査」に基づく監査委員

会の意見は次のとおりである。 

１  事業の実施報告を記した業務報告書と協会の状況との間に重大な

齟齬は認められない。 

２  役員の職務の執行に関する不正行為、または法令もしくは定款に

著しく違反する事実は認められない。 

３  内部統制に関する経営委員会の議決の内容および当該議決に基づ

き整備されている体制、ならびに執行について特に指摘すべき事項

は認められない。 
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監査委員会は、放送法第２９条第１項第１号ハに掲げる事項に関する

経営委員会議決の内容および当該議決に基づき整備されている体制（内

部統制）の状況について、報告を受け意見を表明し、かつ監査委員会規

程第３条第２項第３号に基づき定めた監査実施方針等にしたがって、役

員の職務の執行を監査した。 

監査委員会の監査方法は、以下のとおりである。 

内部統制の整備と運用については、会長を委員長とするリスクマネジ

メント委員会が２回開催され、出席または資料等の査閲を通じて対応状

況を確認した。また、リスク管理室から、内部統制の推進について定期

的に報告を受けるとともに意見交換を行った。コンプライアンスに関わ

る事案が発生した場合には、そのつど報告を受け、理事や部局長等に発

生に至る経緯や背景・原因、および再発防止をはじめとする今後の対応

策を確認した。職員に対する懲戒処分が決定された場合は、つど処分の

内容や理由の説明を受けた。 

ＩＴ統制の推進については、４回開催されたＩＴマネジメント委員会

への出席または資料等の査閲、情報システム局からの定例報告などを通

じて、ＩＴリスクへの対応状況等を確認した。 

内部監査の状況については、内部監査室から定期的に報告を受けたほ

か意見交換を行った。監査結果で改善が必要と指摘された事項について

は、その後の改善状況について内部監査室に説明を求めるとともに、必

要に応じ関係者から聴取し、背景や今後の取り組みを確認した。 

協会による子会社管理状況については、内部統制関係議決にのっとっ

て、関連事業統括理事から定期的に報告を受けるとともに、子会社１１

社 の 社 長 お よ び 関 連 公 益 法 人 等 ９ 団 体 の 理 事 長 へ の ヒ ア リ ン グ を 実 施

し、さらに内部監査室から関連団体調査結果の説明を受けた。 

協 会 の 財 政 の 状 況 、 お よ び 関 連 団 体 を 含 む 外 部 と の 契 約 状 況 に つ い
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て、定期的に経理局から報告を受け、その内容を確認した。 

契約・収納活動状況、訪問活動を契機とした苦情を含む意見や要望、

およびリスク対応の状況について、営業局から定期的に報告を受けた。 

重要業務の執行状況については、原則月２回開催された理事会・役員

会に出席または資料等の査閲を通じて確認した。その他の重要な会議と

しては、７月に開催された関連団体協議会に出席した。 

また、協会が作成した四半期業務報告書および業務報告書を査閲し、

会 長 、 副 会 長 、 理 事 、 部 局 長 等 か ら 説 明 を 受 け た 。 さ ら に 、 松 山 、  

仙台、大阪、札幌、名古屋、首都圏、広島、福岡の８拠点放送局長、お

よび福島、高松、大津、静岡、宮崎、千葉の６放送局長から説明を受け

た。訪問した放送局では、新放送会館やその予定地、東日本大震災の被

災地等の視察を行った。本部では、災害対策訓練、ＮＨＫプラスクロス

ＳＨＩＢＵＹＡ、新放送センター建設現場、および工事に伴い整備され

た番組制作設備等を視察した。 

経営委員会委員の職務執行の状況の確認については、原則月２回開催

される経営委員会への出席、「経営委員会委員の服務に関する準則」の遵

守に関し全委員から提出された「確認書」等により行った。 

監査委員会を２４回開催した。２０２１年２月２４日に新たに水尾衣

里が監査委員に任命され、２月２８日に佐藤友美子が監査委員を退任し

た。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、監査委員会の開

催、および役員、部局長、拠点放送局長、放送局長、関連団体理事長へ

の ヒ ア リ ン グ は 、 随 時 テ レ ビ 会 議 シ ス テ ム を 使 っ て リ モ ー ト で 実 施 し

た。 
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協会の健全な事業運営の徹底のために、「Ⅰ 監査意見」に付記する形

で、監査委員会の認識・見解を中心に記載する。記載にあたっては、令

和２年度業務報告書の記載内容も踏まえ、２０２０年度監査実施計画に

基づく重点監査項目およびその他の監査項目に即してまとめた。 

 

ＮＨＫグループも含めたガバナンス強化を柱の一つとする改正放送法

の施行等を踏まえ、協会は７月、コンプライアンスとリスクマネジメン

トに取り組む体制を強化するために関連規定を改正し、会長をグループ

全体のＣＲＯ（リスクマネジメントの最高責任者）に加えＣＣＯ（コン

プライアンスの最高責任者）と位置づけた。協会のガバナンスに厳しい

目が注がれる中、監査委員会は、会長の強いリーダーシップのもと、グ

ループ全体でコンプライアンスの徹底に不断の取り組みを進めることを

求める。 

２０２０年度は、報道局の元職員による約５３０万円に上るパソコン

等の不正発注や、報道局のチーフ・プロデューサーによる出張旅費等の

不正請求が相次いで発覚した。協会内のルールや仕組みに明らかな問題

点は認められなかったが、より適正な業務管理や人事管理を通じて、再

発防止や信頼回復につなげる必要がある。不正発注事案については、弁

済の見通しが立っていないことから、公金の回収に全力を挙げることを

強く求める。 

新型コロナウイルスの感染拡大で、東京などに緊急事態宣言が出され

ていた２０２１年２月、報道局映像センターの職員が、深夜に酒に酔っ

て、タクシー運転手に暴行を加えたとして傷害の疑いで逮捕され、厳し

い批判が視聴者から寄せられた。公共放送に携わる者としての自覚が全

- 181 -



 

役職員に浸透しているのか、継続的な取り組みを行う必要がある。 

ＩＴ統制については、東京オリンピック・パラリンピックに向けたリ

スクアセスメント結果を踏まえたセキュリティ対応、業務系テレワーク

環境の強化、ＰＣ管理センターの新設、ビジネスデバイス統制の対応な

どについて協会から報告を受けた。特に、情報セキュリティ対策につい

ては、情報漏えいにつながる危険性から、ますます巧妙化するセキュリ

ティ脅威にシステム面で適切に対応するとともに、職員一人ひとりの意

識改革や管理体制の強化に継続的に取り組むことを期待する。 

協会は、２０２１年度のリスクマネジメント及びコンプライアンス活

動方針で「重要度の高いリスクに重点的に対応し、効果的・効率的にリ

スクを低減する」ことや「構造改革に連携して、最適なリスクマネジメ

ント体制を適宜、構築していく」ことなどを掲げている。 

監査委員会は、協会がこうした方針を踏まえ、グループ全体で、内部

統制システムやリスクマネジメントの強化に向けて、着実にＰＤＣＡを

回して、実効性のある取り組みや必要な体制の構築を継続しているか注

視していく。 

 

インターネット活用業務を巡って協会は、年額２００億円を超えない

ものとすることなどを盛り込んだインターネット活用業務実施基準変更

案の総務大臣認可を受けて、２０２１年度インターネット活用業務実施

計画を策定した。計画では、インターネットでの常時同時配信・見逃し

番 組 配 信 サ ー ビ ス 「 Ｎ Ｈ Ｋ プ ラ ス 」（ ２ ０ ２ ０ 年 度 末 の Ｉ Ｄ 登 録 数 は  

約１２８万）について、同時配信の提供時間を原則午前５時から翌日午

前０時までとし、２０２０年度より１時間長くするとした。また、地方

向け放送番組の一部の見逃し番組配信を行い、番組終了後、２週間以内

の期間で提供するとした。国際インターネット活用業務では、外国人向
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けテレビ国際放送「ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ」の配信や在外邦人向け

テレビ国際放送「ＮＨＫワールド・プレミアム」の一部番組の海外向け

同時配信・見逃し番組配信を通じて視聴機会の拡大を図るとした。会長

は「ＮＨＫプラスについては、今後も適宜利用者のニーズを確認し、Ｎ

ＨＫの強みを生かしながら更に普及させたい」との認識を示している。 

監査委員会は、「情報の社会的基盤」としての役割を果たすため、協会

がインターネットを適切に活用することは重要だと考える。視聴者・国

民に理解されるよう、協会には、実施に要する費用をはじめインターネ

ット活用業務について、引き続き丁寧な説明を求める。また、それぞれ

放 送 法 の 努 力 義 務 に 関 わ る 取 り 組 み で あ る 、 地 方 向 け 放 送 番 組 の 提 供

や、民間放送事業者が行うコンテンツ配信業務への協力を適切に進める

ことを求める。 

協会は、衛星波のうち、右旋の３波(ＢＳ１・ＢＳＰ・ＢＳ４Ｋ)の見

直しを行い、２０２３年度中に２Ｋ（ＢＳ１・ＢＳＰ）のうち１波を削

減する方針を打ち出した。さらに、将来的には４Ｋの普及状況を見極め

て、１波への整理・削減も視野に入れて検討を進める。ＢＳ８Ｋについ

ては、東京オリンピック・パラリンピック後に、あり方に関する検討を

進める。また音声波について、聴取者への利用実態調査の結果などを考

慮しつつ、インターネットの活用や編成上の工夫をしながら、２０２５

年度に現在の３波(Ｒ１・Ｒ２・ＦＭ)から２波（ＡＭ・ＦＭ)へ整理・削

減する方向で検討を進める方針を打ち出した。 

衛星波や音声波の削減について、監査委員会では、現在提供している

番組へのニーズを踏まえ、新４Ｋ８Ｋ衛星放送の早期普及やインターネ

ットの活用、それに編成上の工夫などにより、視聴者・国民の利便性を

損なわないことに留意しながら、具体的な計画を早期に明らかにし、視

聴者・国民への丁寧な周知に努めることを求める。 

国際発信力の強化に関しては、「ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ」が、世
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界的に注目されたアメリカ大統領選や、２月に発生した福島・宮城での

震度６強の地震などについて、国内外に向けて幅広く発信した。Ｙｏｕ

ＴｕｂｅのＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ公式チャンネルでは、日本文化を

紹介する映像やＮＨＫの最新技術を活用した映像などを配信し、チャン

ネル登録者数が１００万人を突破した。 

日本の文化などをさまざまな手段で発信し、海外で視聴者の拡大を進

めることや、訪日・在留外国人向けのサービスを引き続き充実させるこ

とを監査委員会は求める。視聴者にとって利便性が高く、コスト面で優

れているインターネットも積極的に活用し、また、自動翻訳機能を活用

した多言語字幕のサービスなど新しい技術も駆使して、国内外の視聴者

にいち早く適切に情報発信し続けることを求めたい。 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大が、国民生活や経済活動に大きな影

響をもたらす中、協会は放送事業者で唯一の特別措置法に基づく指定公

共機関として、あらゆる伝送路を活用して、視聴者の関心に応える正確

な情報を多角的に伝え、命と暮らしを守る公共メディアとしての存在感

を示した。また、コロナ禍での家庭学習を支えるコンテンツの展開や多

言語での外国人向けの情報発信は、公共メディアならではの役割を果た

した。 

監査委員会は、協会が視聴者の判断のよりどころとなる正確で迅速な

情報を放送やインターネットで伝えるとともに、情報発信継続の責務を

果たすため、職場での感染拡大防止策の徹底やコロナ禍におけるニュー

スや番組の作り方改革のさらなる推進を期待する。 

協会は１０月、首都直下地震など大規模災害発生時に、放送機能など

が集中する東京の放送センターのバックアップ機能の充実・強化を一層

図るため、大阪拠点放送局長を兼ねる大阪統括担当役員を新たに設け、
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本格的な対策を開始した。監査委員会は、西日本全体のＢＣＰ（事業継

続計画）の強化と合わせて、着実な対策の推進を注視していく。 

地域の災害情報発信の強化を目的にした全国の防災士や郵便局との連

携強化は、その成果に注目していくとともに、平時から地域の防災機関

やメディアとの連携をより深めることを期待する。 

東日本大震災から１０年を迎え、協会は、震災を風化させず教訓を未

来に伝えていくための発信の集中的な展開や、民放５社との共同プロジ

ェクトで今後の防災のあり方を探る取り組みを行った。監査委員会は、

協会が引き続き被災者に寄り添う放送・サービスを続けるとともに、こ

れまでの災害対応の課題等を踏まえ、「命と暮らしを守る」報道を強化

し、いかなる時も確かな情報を届けることができる体制整備を着実に進

めることを求める。 

 

協会は、２０２３年度に受信料の値下げを行う方針を打ち出した。構

造改革に伴う支出の削減等により、視聴者還元の原資として事業規模の

１割にあたる７００億円程度を確保するとしている。監査委員会は、協

会が構造改革を着実に実行し、「スリムで強靱な『新しいＮＨＫ』」へと

変わることは、公共メディアとして進むべき道だと考える。値下げの具

体的な方法などについては、新型コロナウイルス感染症の影響や、訪問

る。併せて、視聴者・国民に広く理解を得ながら、新たな受信料制度を

速やかに検討することを監査委員会は求める。 

協会は番組を従来の「放送波」ではなく「ジャンル」ごとに管理する

「ジャンル管理」を導入し、今後の衛星波や音声波の整理・削減も視野

に 入 れ て コ ン テ ン ツ の 重 複 を 見 直 す な ど 、 制 作 予 算 の 削 減 を 図 っ て い

る。また、訪問によらない営業改革や、人事制度の抜本的改革方針を打
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ち出した。 

副会長は「さまざまな構造改革の必要性について職員の意識の醸成を

図るとともに、改革を推進していくエンジンとなる組織の整備について

もスピード感を持って進めていく」との認識を示している。 

受信料が長期的な減収傾向となることが予想される中で、番組制作の

ジャンル管理、訪問によらない営業改革、人事制度改革など一連の構造

改革は、協会にとって喫緊の課題である。協会が従来のあり方を抜本的

に見直し、構造改革を確実に実行して、「スリムで強靭な『新しいＮＨ

Ｋ』」に転換するように、監査委員会は引き続き強い関心を持って注視し

ていく。 

特に人事制度改革は協会の経営改革の土台であり、監査委員会は、業

務委託の見直しや中間持ち株会社の設置検討、財団統合の検討などグル

ープ経営改革と連動しながら、関連団体への出向・転籍の扱いを含む、

グループ全体を俯瞰した人事制度の設計と運用を進めていくことが不可

欠 と 考 え る 。 そ う し た 取 り 組 み を 通 じ て 、 協 会 の 強 い 縦 割 り 構 造 を 脱

し、職員一人ひとりの能力を最大限に生かせるよう、監査委員会は、協

会が人事制度改革で示した諸施策を着実に実行することを強く求めてい

く。 

 

協会は、関連団体について機能・役割を見直し、子会社をはじめとし

た全体の規模を縮小するとともに、団体の数を削減してスリムで強靭な

体制を構築する方針を打ち出した。このうち子会社については、放送法

が改正されれば、中間持ち株会社を設立し、業務・要員の効率化や管理

機能の集約などガバナンスの強化を進めるとしている。中間持ち株会社

設立当初は、コンテンツ制作に関連する団体を中心に傘下に置くと想定

し、中間持ち株会社が核となって業務の総合管理を行い、子会社間のシ
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ナジーも考えながら、重複機能の整理を進めるとしている。また、財団

については、社会貢献事業を強化するため業務のあり方を見直し、２０

２３年度の統合について検討することにしている。 

監 査 委 員 会 は 、 中 間 持 ち 株 会 社 の 導 入 検 討 や 財 団 統 合 の 検 討 に つ い

とともに、具体的な内容を視聴者・国民に分かりやすく説明することを

求める。 

一方、多くの関連団体では、新型コロナウイルス感染拡大や委託業務

削減などにより、収入面や業務量に大きな影響が出ている。 

監査委員会は、協会がＮＨＫグループの一員として各社・各団体の果

たすべき使命と役割を改めて明確に示すとともに、各社・各団体をしっ

かりとグリップしていくほか、新型コロナウイルス感染拡大の関連団体

経営への影響についても適切に対策を講じることが重要だと考える。 

 

新型コロナウイルスの感染拡大の中、地域放送局は、地域の感染状況

や自治体の対応などの最新情報の発信に加え、地域を応援するキャンペ

ーンや視聴者の疑問や不安に応える企画や番組の制作に取り組んだ。 

２０２０年度の金曜夜間の地域番組の放送本数は、３年前と比べて３

倍以上の増加となったほか、後期の番組改定で地域放送局が取材・制作

したニュースや番組を全国に伝える放送枠を設けて、地域情報の発信を

強化した。 

こうした中で、自治体やＮＰＯなどローカルパートナーと連携しなが

ら、視聴者コミュニケーション活動が広がっていることは、新しい地域

放送局の方向性を示すもので、監査委員会は評価する。放送ガイドライ

ンや個人情報の管理などに留意しつつ、さらに視聴者コミュニケーショ

ン活動を展開し、地域での存在感を増すことを期待する。 
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関東甲信越地方の拠点機能を担う「首都圏局」が８月に発足した。ブ

ロ ッ ク 経 営 の 司 令 塔 と し て 、 お よ そ ５ ， ０ ０ ０ 万 人 が 暮 ら す 地 域 の 放

送 ・ サ ー ビ ス の 充 実 や 、 首 都 直 下 地 震 等 に 備 え た 命 と 暮 ら し を 守 る 防

災・減災報道などにどのように取り組んでいくのか、注目していく。 

協会は、２０２１年度に北海道で地域放送拡充のためのトライアルを

行うことを発表した。監査委員会は、その内容や行方を地元の視聴者の

反応を含めて関心を持って見ていく。 

スリムで強靭な組織を目指す協会にとって、重要なのは地域改革の取

り組みの成果や課題を検証し、それを本部の改革に結びつけることであ

り、監査委員会は、新しい経営計画の下で、今後の地域改革の行方を注

視していく。  

 

協会は、新型コロナウイルス感染拡大を受けて、新しいワークスタイ

ルへの転換を図るために、在宅勤務を含むリモートワークの活用や、職

場での業務実施場所の分散化、余裕のある業務スケジュールの作成の推

進、休暇の積極的な取得等を呼びかけた。また、勤務管理については、

２０２０年度は労働時間等のデータに改善傾向が見られるものの、一部

の 繁 忙 職 場 で は 長 時 間 労 働 に 頼 る 働 き 方 が い ま だ に 見 ら れ る と し て 、 

２０１７年に公表した「ＮＨＫグループ働き方改革宣言」のメッセージ

を改めて確認し、自身の働き方を見直すことを求めた。人事・労務統括

理事は、「新型コロナウイルス対策の面からだけでなく、『新たなワーク

スタイル』への進化を掲げ、時間と場所にとらわれない働き方を目指し

て引き続き取り組んでいきたい」との認識を示している。 

新型コロナウイルスによって、時間管理だけでなく働き方そのものを

見直す改革が今、協会には求められている。監査委員会は、協会が心身

ともに職員の健康を守るため、職員それぞれの業務の遂行と、新型コロ
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ナウイルス感染対策、および勤務管理を並行して進め、リモートワーク

やオンライン化の推進等、ニューノーマル時代における職場環境の改善

をいかに図っていくのか、引き続きしっかりと注視していく。また長時

間労働に頼る働き方は是正しなくてはならず、重要な経営課題として改

めて勤務管理の取り組みを徹底することを求める。 

協会は、ダイバーシティ推進に関して、育児や介護など個人の事情に

配慮した異動を推進するための意向調査を初めて実施し、今後の異動に

つなげることにしたほか、ＬＧＢＴ等に関する職員の理解を深めてもら

うためのｅラーニングを初めて実施する等、さまざまな取り組みを進め

た。 

協会が次期経営計画でダイバーシティ推進を打ち出していることを踏

まえ、視聴者との約束事として、多様な人々がそれぞれの働き方で力を

発揮できるよう一層の取り組みを進めることを、監査委員会は求める。

さらに、こうした取り組みの趣旨をすべての職員が深く理解し、公共メ

ディアとして協会全体に定着させることを求める。 

 

協会は、８月の組織改正により、放送センター建替本部内に「事業継

続 推 進 室 」 を 設 置 し 、 事 業 継 続 計 画 の 策 定 を 進 め て い る 。 監 査 委 員 会

は、長期プロジェクトにおいて、マネジメントの継続性が確実に担保さ

れる必要があると考えており、継続して実態把握の機会を設けるなど、

高い関心を持って見ていく。 

協会は、第Ⅰ期工事について、基本設計に基づき９月に情報棟建設用

地の解体工事から着手し、予定どおり２０２１年５月から情報棟建築工

事を開始している。監査委員会は、協会が第Ⅰ期工事をはじめとする建

替に関する一連の業務について高い公平性や透明性、客観性を確保して

説明責任を果たしつつ進められているか注視していく。 
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１１月には、第Ⅰ期工事の開始に伴い、事業継続に必要となる番組制

作のための設備の一部を放送センター近隣のビルに移設した。また、川

口 市 の 「 さ い た ま 新 産 業 拠 点 Ｓ Ｋ Ｉ Ｐ シ テ ィ 」 に 整 備 す る 「 川 口 施 設

（仮称）」については、２０２０年６月に４つの大型スタジオの整備を含

む基本計画を策定し、２０２６年度の運用開始を目指して検討を進めて

いる。 

新放送センター業務統括理事は「新放送センターは、災害等にも耐え

る強じんさとメディア環境の変化や業務の変革に対応できる柔軟性を併

せ持ったものにしなければならない」との認識を示している。建替にあ

たっては、コスト管理と放送機能の維持を確実に両立させるとともに、

時代の変化に即して柔軟に対応できる設備やスペースを整備していくこ

とが欠かせない視点である。 

 

協会は２０２１年度から２０２３年度までの次期経営計画をまとめ、

経営委員会は１月１３日、全員一致で議決した。経営資源をＮＨＫなら

ではの多様で質の高いコンテンツの取材•制作に集中させ、正確、公平公

正で、豊かな放送・サービスをいつでもどこでも最適な媒体を通じて届

け続ける、「新しいＮＨＫらしさの追求」を進めることなどを盛り込ん

だ。コストの一層の圧縮を図るなど、８月に意見募集を行った際の計画

（案）から収支構造をさらに改善するとともに、２０２３年度に受信料

を値下げする方針を明記した。経営企画統括理事は「次期経営計画で盛

り込んだ構造改革については、これまでのやり方を見直してコスト削減

を進める一方、コストや人手をかけるところにはかけて、ＮＨＫらしい

魅力的なコンテンツを提供していく」との認識を示している。 

協会は、次期経営計画の中で、「新しいＮＨＫらしさの追求」を進める
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のに合わせて、衛星波と音声波の整理・削減や、訪問によらない営業活

動への転換、グループ経営改革等の構造改革を盛り込むとともに、２０

２３年度の受信料値下げの方針を打ち出した。また、さまざまな構造改

革の土台となる抜本的な人事制度改革を打ち出した。こうした方針は、

新型コロナウイルスの感染拡大や、受信料の長期的な減収傾向、いわゆ

るテレビ離れなどの視聴者行動の変化など、ＮＨＫを取り巻く環境が激

変する中、協会にとっていずれも必要な改革であると監査委員会では考

える。 

今後は、協会がさまざまな構造改革の施策を着実に実行に移し定着さ

せることで、「スリムで強靭な『新しいＮＨＫ』」に生まれ変わることが

できるのか、監査委員会では引き続き注視していく。 

 

財政の状況について、定期的に経理局から報告を受け、一般勘定およ

び特別勘定であるＮＨＫオンデマンドの予算執行状況を継続的に確認し

た。また、契約・収納活動状況について、定期的に営業局から説明を受

け、受信料収納額や受信契約の状況などについて継続的に内容を確認し

た。 

四半期業務報告、連結を含めた中間決算報告および決算報告の査閲に

より、予算・事業計画の執行状況を確認した。 

 

会長、副会長、理事の役員交際費、出張旅費、自動車料等の経費につ

いて監査を実施した。その結果、経費処理の手続きは適正であることを

確認した。
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経営委員会委員の職務執行の状況については、原則月２回開催される

経営委員会への出席と、「経営委員会委員の服務に関する準則」の遵守に

関し全委員から提出された「確認書」、および経費監査により確認した。

経費監査については打合せ費、会議費、出張旅費、自動車料等の経費に

ついて実施した。その結果、経費処理の手続きは適正であることを確認

した。 

以上 
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